
（要旨）

令和６年４月25日に受け付けた「開発審査会の開催に係る日当交通費の支出」に関する住民監

査請求について、監査を実施した結果、棄却することを決定し、６月24日に請求人に通知した。

（概要）

１ 件名

開発審査会の開催に係る日当交通費の支出に関する住民監査請求

２ 請求人

浜松市中央区雄踏町宇布見5211-1 星野 光央（ほしの みつお）

３ 監査対象機関

静岡県交通基盤部都市局土地対策課

静岡県出納局集中化推進課

４ 請求の要旨

・だれが。（県の執行機関又は職員）：

交通基盤部 都市局 土地対策課

・いつ、どのような財務会計行為を行ったのか。：

開発審査会の委員に対して、費用（日当交通費）等を支出した。

違法に開催された開発審査会は、令和５年９月28日(木)と令和５年11月30日(木)の２回である

（甲第１号証、甲第２号証）。

合計 119,188円

支払年 令和５年 とある。現在令和６年であるから、支出してから１年以内であることは示

されている（甲第３号証）。

・その行為は、どのような理由で違法又は不当なのか。：

支出の前提となる開発審査会の開催自体が、代表が欠席した。これは要件を欠いたものであっ

た。つまり、違法な手続きによるものであった。

要件について、

第１ 静岡県開発審査会条例 昭和44年12月10日静岡県条例第44号によれば、

開催日 支払総額

９月28日 63,582 円

11月 30日 55,606 円

（会長）

第３条審査会に会長を置く。

２ 会長は、委員の互選によつて定める。

３ 会長は、会務を総理する。

４ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。

（会議）

第４条審査会は、会長が招集する。
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（甲第４号証）

また、静岡県の会議開催要項からの抜粋である。

（甲第５号証）

要件は、「会長の出席」と「委員の過半数の出席」であるが、会長が欠席した。その理由も、唯

一認められる「事故」ではなかった。県職員からの回答（甲第６号証）によれば、本業等による

理由で２度欠席し、欠席理由を証明する書面の提出もしていない。この時点で、会長を務めるこ

とはできないことを自ら実証したと言える。そして、法令に基づかない「会長代理」という役職

を設け、開催した。その開発審査会は違法に開催されたのであり、無効である。

少し説明させてもらうが、これは奇妙である。開発審査会は、法令に基づき会長を定めている。

会長代理が常設されていることに違和感がある（甲第７号証）。法令に基づく、正当なものなのか。

どのような法令根拠に基づいて、会長代理を常設しているのか。会長と会長代理は同じではない。

これは証拠に基づく推察であるが、明確に、条例や会議開催要項を熟知した者の仕業であろう。

事故があるとき以外は、会長代理とならないことを知っていたのだろう。事故以外に、会長代理

とすれば、違法であることが明らかになってしまう。かといって、会長（責任者）が不在のまま

開催することもできない。そこで、「代理」という通常ありそうな立場を作り上げ、常設すること

で疑念を持たせないようにし、その「会長代理」を設けておいたのではないか。その結果、絶対

に法令等に従わなければならない立場の静岡県職員が錯誤に陥り、会長が事故でもないのに欠席

したまま、会長代理という法的な根拠もなく、ありそうな立場を設定することで、開催すること

にこぎつけたのではないか。

土地対策課にすぐに再質問した（甲第８号証）が、未だ回答がないまま約80日が経過した。公

務員の懲罰対象事由である「虚偽報告」を避けるために用いられる「回答しない」という常套手

段のように思われる。

この請求を機に、全てを知る委員及び職員が監査委員に何と答えるか。その回答が、これらの

経緯を詳らかに明らかにしてくれるだろう。法令上、その誰もが虚偽を述べることはできない。

条例の条文、会議開催要項の文言を、知っていたのか、知らなかったのか。知りながらの故意か、

重過失か、過失か、錯誤か。何か原因がなければ、絶対に起こり得ないことである。

いずれであっても、開発審査会の開催に係る手続きが違法である以上、それら開催に関わり支

出した行為、全てが違法である。

・その行為により、どのような損害が県に生じているのか。：

当該開発審査会を開催するために支出した全額（119,188円）。

開発審査会が、違法に開催された事実が存在することにより、静岡県開発審査会に対する社会

的信用が崩壊したこと。

開発審査会で、審議したことが全て無効である。開発審査会のやり直しが必要となる。どれだ

けの市町村、申請者に被害、迷惑をかけることになるか。損害は計り知れない。

・どのような措置を請求するのか。：

２ 審査会は、会長及び３人以上の委員の出席がなければ会議を開くことができない。

３ 審査会の議事は、出席した委員の過半数をもつて決し、可否同数のときは、会長の決す

るところによる。

令第43条法第78条第８項の政令で定める基準は、次に掲げるとおりとする。

一 開発審査会に会長を置き、委員の互選によつてこれを定めるものとする。

二 会長に事故があるときは、委員のうちから会長があらかじめ指名する者がその職務を代

理するものとする。

三 開発審査会は、会長（会長に事故があるときは、その職務を代理する者。次号において

同じ｡)のほか、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができないものとする。

四 開発審査会の議事は、出席者の過半数をもつて決し、可否同数のときは、会長の決する

ところによるものとする



開発審査会会長の即時解任。

他の開発審査会の委員も、要件を欠く違法で無効な開発審査会の開催に関わる程度に応じた厳

重な処分（解任もあり得る）。

委員に支出した全額（119,188円）の返還請求。

二度とこのように要件を欠く、違法な手続きで無効な開発審査会を開催しないために、原因を

究明した上で、法令等に照らし、職員が職務を遂行できる環境を整えることを求める。その際、

相手が、専門家であろうが、間違っていることは間違っていると強く言わねばならないことを、

静岡県職員一同が認識し、専門家に対し、臆することなくハッキリと言える職員となるよう、「部

課長」をしっかりと教育することを求める。これは部課長の責任である。担当職員に責任を押し

付けるような卑怯な上司は、直ぐに、その地位から離れさせることを求める。相応しくない者な

のだから。

５ 監査結果

県には「違法若しくは不当な公金の支出」は存在しないので、請求人の主張に理由があると認め

ることはできず、本件措置請求は棄却する。



監査結果のポイント

１「請求人の主張に理由があると認めることはできない」とした主な判断根拠

(1) 静岡県開発審査会委員への報酬及び旅費の支出は違法又は不当ではない。

・ 静岡県開発審査会条例第３条の「開発審査会会長に事故あるとき」についての解釈・運用を

定めたものはないが、地方自治法第152条において「普通地方公共団体の長に事故があるとき、

又は長が欠けたときは、副知事又は副市町村長がその職務を代理する。」との規定があり、その

解釈について逐条地方自治法（学陽書房）によれば「事故があるときとは、長期又は遠隔の旅

行、病気その他なんらかの事由によりその職務を自ら行い得ない場合をいう。」とされている。

また、平成23年８月11日付け、通達甲（総.企.管）第５号、「警視総監の職務代行者に関する

規程の運用について」における規程の解釈では、「事故があるとき」とは、長期又は遠隔の旅行、

病気等の事由により職務を行うことができない場合をいい、該当するか否かは、客観的状況か

ら個別に判断する。」としており、本条例においても同様に解釈するのが相当と考えられる。

会長は、令和５年９月28日開催の開発審査会を、本業の弁護士業務で県外に出張することと

なったため欠席し、同年11月 30日開催の開発審査会はインフルエンザに罹患したために欠席

したが、いずれも本条例第３条の「会長に事故あるとき」に該当するものである。また、会長

の欠席に際し、本条例第３条に基づき、会長代理により開催することについて各委員の了承を

得ている。

したがって、同日の開発審査会において、会長代理により開催したことは、何ら違法なもの

ではない。

・ 集中化推進課は、土地対策課から提出された報酬・報償支払名簿及び支出の根拠となる書類

を基に、出席者の確認、旅行経路の確認等を行い支出命令を行っている。

・ これらの点を踏まえれば、静岡県開発審査会の開催が違法又は不当であるとはいえず、静岡

県開発審査会委員へ報酬及び旅費を支出したことは問題ない。

(2) 「違法若しくは不当な公金」の支出はしていない。

(1)に記載したとおり静岡県開発審査会委員への報酬及び旅費の支出が違法又は不当であると

する理由はなく、報酬額等及び支出手続きについても静岡県財務規則等に反しているとは認めら

れない。

したがって、「違法若しくは不当な公金の支出」は存在しない。

２ 結論

以上のことから、請求人の主張に理由があると認めることはできない。


